
入札参加資格審査申請書入力要領（物品製造・役務の提供等） 

令和８・９年度淡路市入札参加資格審査申請要領を次のとおりご案内します。 

利用者登録 

本システムから入札参加資格審査申請をするために必要です。入札参加資格審査申請システム操作マニュアルをご

熟読の上、事前に下記 URL より利用者登録してください。 

WEB 申請 URL https://bid-entry.com 

申請書及び添付資料の様式の入手 

淡路市ホームページに、この申請の要領や申請に必要な資料等を掲載していますので、必ずご覧ください。 

電子入札（淡路市）への登録 

市の入札は、原則、電子入札で実施しています（既に登録されている方の再申請及び再登録は不要です。）。 

市のＩＤ・パスワードの交付を受けていない事業者の方は、ホームページに記載の要領により、交付を受け、兵庫県電

子入札共同運営システムから調達機関、淡路市を選択し、交付を受けたＩＤ・パスワードでログインして電子入札の登

録をしてください。 

入力例 A.主たる営業所（本社）情報  

 



入力例 B.契約する営業所情報 

実際に入札（契約）を希望する営業所に関する情報を入力してください。 

本社の場合は（１）に「しない」を選択し、以下入力は不要です。 

 

入力例 C.担当者情報  

システム上、本システムで申請した内容に不備がある場合は、利用者登録で登録した担当者メールアドレスにご連絡

することになります。（本申請に係る照会のみに利用します） 

ここで入力した『C.担当者情報』と利用者登録で登録した担当者と一致しない事業者、行政書士については、ご注意

願います。 

 



入力例 D.行政書士情報  

行政書士がこの申請を代行する場合は、『D.行政書士情報』に入力してください。 

 

入力例 E.経営情報 

E.経営情報の各欄への入力要領は、下記のとおりです。 

 



 

（ 1）  人 格   

登録者の人格に応じて、該当する項目をリストから選択してください。 

・個人 

・株式会社 

・有限会社 

・合資会社 

・合名会社 

・上記以外（協同組合、社団法人、NPO 法人、中間法人、独立行政法人等） 

（ 2） 資 本形 態  

登録者の資本の形態に応じて、該当する項目をリストから選択してください。 

国内企業    邦人の個人を含む 

外国企業（１）  国内に支援等の営業拠点を有する企業及び外国人登録をしている個人 

外国企業（２）  国内に支店等の営業拠点を有しない企業及び上記以外の外国人 

合弁企業（１）  外国資本の比率が 50%超の企業 

合弁企業（２）  外国資本の比率が 50%の企業 

合弁企業（３）  外国資本の比率が 50%未満の企業 

（3）  事 業別 区 分   

登録者の事業の形態に応じて、該当する項目をリストから選択してください。 

小売業、製造小売業 

 小売業、製造小売業を主たる営業種目とする者 

卸売業 



 卸売業を主たる営業種目とする者 

各種サービス業 

 各種サービス業を主たる営業種目とする者 

鉱工業、製造業、製造卸業、運送業、印刷業、リース業、（１）～（３）以外の業種 

鉱工業、製造業、製造卸業、運送業、印刷業、リース業を主たる営業種目 

とする者、又は以下のいずれにも該当しない業種を主たる営業種目とする者 

（ 4）  前 年 度 決 算時 の総 売 上 額  

○ 千円単位〈千円未満切り捨て〉、半角数字で入力してください。 

○ 前年度決算時の総売上額を入力してください。 

○ 営業開始から１年を経過しない場合で、決算を行っていない方は「０」を入力してください。 

○ 決算時期変更のため、決算対象期間が 1 か月間でない場合、決算対象期間に係わらず、直前決算時から 12 か

月間遡った総売上額を前年度決算時の総売上額欄に入力してください。 

○ 前年度中に合併した場合は、合併したすべての法人の売上額の合計を、前年度決算時の総売上額欄に入力して

ください。 

○ グループ企業等で連結決算を行っている場合、申請される法人単体の決算時の総売上額欄に入力してください 

○ 個人の場合 

所得税申告書の「収入金額等」-「事業」-「営業等」に記載の売上額を入力してください。 

（ 5）  前 々年 度の決 算 時 の総 売 上 額  

上記（4）で「前年度」とあるのを前々年度と読み替え、経過年月等に修正を加えて入力してください。 

（ 6）  資 本 金 額  

○ 千円単位〈千円未満切り捨て〉、半角数字で入力してください。 

○ 直前決算時の資本金額を入力してください。 

○ 営業開始から１年を経過しない場合で、決算を行っていない方は「０」を入力してください。 

○ 資本金にあたる項目がない場合には、「０」を入力してください。 

○ 個人の場合 直前決算時の元入金額を入力してください。 

（ 7）  自 己 資本 の額  

○ 千円単位〈千円未満切り捨て〉、半角数字で入力してください。 

○ 直前決算期分貸借対照表の資本の部（純資産の部）合計を入力してください。 

○ 営業開始から１年を経過しない場合で、決算を行っていない方は「０」を入力し 



てください。 

○ 個人の場合 

次の計算式で求めた金額を入力してください。 

元入金 ＋ 事業主借勘定 ＋ 事業主利益 － 事業主貸勘定 

（ 8）  設 備 の状況   

○ 千円単位〈千円未満切り捨て〉、半角数字で入力してください。 

○ 直前決算時における固定資産の各項目の中から、「機械装置」、「車両運搬具」及び「工具・器具及び備品」の３項

目のみの合計金額を入力してください（個人事業の場合も同じ）。 

なお、「土地」、「建物」、「建物附属設備」等、固定資産の他の項目は含めません。 

○ 営業開始から１年を経過しない場合で、決算を行っていない方は「０」を入力してください。 

（ 9）  常 勤 職 員の数  

「 技術職員」、「 事務職員」： 申請日現在において、常時雇用している自社の従業員のうち専ら物品・役務の業務

に従事している職員の数を入力してください。 

「その他の職員」：「 技術職員」及び｢ 事務職員｣以外の自社の従業員の数を入力してください。 

「計」：法人にあっては常勤役員の数を、個人にあっては事業主を含めた人数となります。 

「役員数等」：常勤役員又は事業主の数を「４ 計」の内数で入力してください。 

（ 10）  うち障 害 者 数   

○ 「従業員数」で入力した人数のうち、障害者の方の実人数を入力してください。 

障害者雇用状況報告書に記載されている人数ではありませんのでご注意ください。 

○ 障害者の方を雇用していない場合は、「０」を入力してください。 

（ 11）  営 業開 始 年 月   

○ 法人の場合、現法人の設立登記の日（登記簿で確認できる日、前身が個人営業又は合併等を経た場合でも同

様）、個人の場合、現在の経営者が経営権（いわゆるのれん）を得た年月を入力してください。 

○ 個人事業の法人化、特定部門独立等による新法人設立、のれん分け、相続等は、その時点の年月を入力してくだ

さい。 

（ 12）  流 動資 産 の額 及び （ 13）  流 動 負 債の額  

○ 千円単位〈千円未満切り捨て〉、半角数字で入力してください。 

○ 直前決算時の貸借対照表中の「流動資産」の額及び「流動負債」の額を入力してください。 

○ 営業開始から１年を経過しない場合で、決算を行っていない方は「０」を入力してください。 



（ 14）  淡 路市 税 の納 税 義 務  

A.主たる営業所(本社)又は B.契約する営業所（委任先）が淡路市内の場合、「有」、そうでない場合は、「無」 

・市専用の納税証明申請書がありますので、税務課で証明を受けてください。 

（ 15）  消 費税 課 税 の有 無   

○ 以下の区分に応じて、該当する次の項目をリストから選択してください。 

有 ＜消費税の課税事業者＞ 

無 ＜消費税の非課税事業者＞ 

○ 課税事業者は、納税証明書（原本又はその写し）《国の税務署で発行》を PDF にして添付してください。 

（証明書の種類） 

・法人の場合：その３又はその３の３ 

・個人の場合：その３又はその３の２ 

 

（ 16）  消 費税 の納 税 状 況  

原則、上記（15）により、その有無を選択してください。 

 

（ 17）  障 害者 法 定 雇 用 率 達 成状 況  （ 2024.1.12 訂 正 （ 赤 字 部 分 ） ）  

詳細は厚生労働省 URL  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/page10.html 

又は、主たる営業者を管轄する公共職業安定所（ハローワーク）に確認してください。 

○ 「障害者の雇用の促進等に関する法律」の規定による障害者の雇用率の達成状況について、以下の区分に応じ

て、該当する次の項目をリストから選択してください。 

１ 法定雇用率達成事業主（雇用率 2.3％）  

（申請書 Excel のプルダウンメニューは 2.2％となっていますが、2.3％に訂正します。） 

２ 法定雇用率未達成事業主で法定雇用率の 2/3 以上の障害者を雇用している者（雇用率 1.533・・・％以上 2.3％未

満） 

３ 法定雇用率未達成事業主で法定雇用率の 1/3 以上、2/3 未満の障害者を雇用している者（雇用率 0.766・・・％以

上 1.533・・・％未満） 

４ 法定雇用率未達成事業主で法定雇用率の 1/3 未満の障害者を雇用している者（雇用率 0.766・・・％未満） 

５ 法定雇用率報告義務のない事業主で障害者を雇用している者（雇用１人以上） 

６ 障害者を雇用していない事業主（雇用０人） 



（ 18） ～（ 20）  ISO9001、ISO14001、ISMS 認証 の取 得の有 無  

取得している場合は、登録証等（付属書がある場合は付属書も添付）を提出してください。 

※ ＩＳＯ認証取得は、組織全体でなく特定の事業所単位でも可。ただし、その場合であっても ISO9001 について

は、希望する営業品目等を扱う事業所が取得している場合のみとします。（前回申請からの変更点） 

(21) プライバシーマーク制 度 登 録 番 号  

一般財団法人日本情報経済社会推進協会よりプライバシーマークの使用を認定されている事業者は、登録番号（半

角）（※）枝番なしの 8 桁 例：12345678）を入力してください。そうでない場合は、入力不要です。 

 

入力例 Ｆ .業種情報  

入札参加を希望する業務・品目について、「希望」の欄のリストから「○」（複数選択可）を選択してください。 

ホームページの〔主な変更点１〕に掲載の資料も併せて、ご確認ください。 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 


